
月例経済報告等に関する関係閣僚会議資料

平成29年10月25日

内閣府



<現状>

景気は、緩やかな回復基調が続いている。

<日本経済の基調判断>

<先行き>
先行きについては、雇用・所得環境の改善が続くなかで、各種政策の効果
もあって、緩やかに回復していくことが期待される。ただし、海外経済の不確
実性や金融資本市場の変動の影響に留意する必要がある。
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<政策の基本的態度>

政府は、東日本大震災からの復興・創生及び平成28年（2016年）熊本地震からの復
旧・復興に向けて取り組むとともに、デフレからの脱却を確実なものとし、経済再生
と財政健全化の双方を同時に実現していく。このため、「経済財政運営と改革の基本
方針2017」、「未来投資戦略2017」、「規制改革実施計画」、「まち・ひと・しごと
創生基本方針2017」及び「ニッポン一億総活躍プラン」を着実に実行する。さらに、
人づくり革命と生産性革命の２本の柱の施策を具体化するため、年内に新しい経済政
策パッケージを策定する。働き方改革については、３月に決定した「働き方改革実行
計画」に基づき、早期に関連法案を提出するとともに、高度プロフェッショナル制度
の創設や企画業務型裁量労働制の見直しなどの法改正を早期に図る。
好調な企業収益を、投資の増加や賃上げ・雇用環境の更なる改善等につなげ、地域

や中小・小規模事業者も含めた経済の好循環の更なる拡大を実現する。

日本銀行には、経済・物価情勢を踏まえつつ、２％の物価安定目標を実現すること
を期待する。
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今月のポイント（１） －景況感と人員・設備の過不足感－

 日銀短観（９月調査）によると、景況感は、すべての企業規模で改善した。大企業では2007年以来
約10年ぶり、中堅・中小企業では1991年以来約26年ぶりの高水準となった。

 こうした中、人員や設備を不足と判断する企業の割合が増えている。

○景況感

(備考)日本銀行「全国企業短期経済観測調査」により作成。直近は2017年９月調査。

○人員の過不足感

大企業

（年）

中堅企業

中小企業

○設備の過不足感

（年）

（年）

「過剰」

「過剰」

「不足」

「不足」
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今月のポイント（２） －力強さを増す世界経済－

 ＩＭＦ及びＯＥＣＤによる経済見通しでは、世界の実質ＧＤＰ成長率は2016年の3.2％から、2017年には
ＩＭＦの予測で3.6％、ＯＥＣＤの予測では3.5％に加速し、さらに2018年には両機関とも3.7％に達すると予
測されている。

 現在のアメリカの景気回復は個人消費に支えられ、史上３番目の長さに達しているとみられ、今月で100か月
目となる。

○世界の実質ＧＤＰ見通し（ＩＭＦ及びＯＥＣＤ） ○アメリカの景気回復の長さ

順位

１位 120か月間 1991年３月～2001年３月

２位 106か月間 1961年２月～1969年12月

３位 92か月間 1982年11月～1990年７月

期間

今回 100か月間 2009年６月～

（備考）１．全米経済研究所（NBER)より作成。
２．アメリカでは、1854年以降の景気の山・谷が判断されている。

（備考）IMF“World Economic Outlook”(October 2017), OECD “Interim Economic 
Outlook” (September 2017)より作成。
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（注）日本については、専門家の審議を踏まえた事後的検証を待つ必要が
あるが、2012年11月の景気の谷以降、本年10月までで景気回復の長
さが59か月間となった可能性が高い。
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３ＭＡ（３か月移動平均）

(月)

(年)

３ＭＡ
６月 ▲0.7％ ▲0.0％
７月 ▲0.1％ ▲0.5％
８月 ＋0.4％ ▲0.1％

消費総合指数
前月比

（備考）消費総合指数は内閣府試算値（季節調整値）。

（月）

（年）

○遊園地・テーマパーク売上高

（備考）経済産業省「特定サービス産業動態統計調査」により作成。

○景気ウォッチャー（2017年９月調査）

（備考）１．内閣府「景気ウォッチャー調査」（調査期間：2017年９月25日～30日）により作成。

２．「景気の現状判断」は、調査客体による景気の現状に対する判断（方向性）を記号で表したもの（◎：良、○：やや良、

□：不変、▲：やや悪、×：悪）。

○小売店売上高

(月)

(年)

（備考）１．経済産業省「商業動態統計」により作成。

２．９月の百貨店売上高（点線部分）は、日本百貨店協会公表の

全国百貨店売上高（店舗調整前）の前年比。

-15

-10

-5

0

5

10

15

6 8 10 12 2 4 6 8

2016 17

（前年同月比、％）

-8

-6

-4

-2

0

2

4

6

8

6 8 10 12 2 4 6 8 9

2016 17

（前年同月比、％）

百貨店

コンビニ

ドラッグストア

景気の
現状判断

業種 地域

台風が３連休に直撃し、入園者数に大きな影響が出たものの、
１か月通してみれば前年を超える来客数となっている。

テレビの買い控えや、エアコンなど夏物商材の好調の反動がみ
られる。

主要コメント

レストラン全体の来客数が、前年同月と比較して上昇してい
る。客単価は低いものの、食に対する消費意欲は高まっている
ように見受けられる。

東北レストラン

○ スーパー 中国
今年は気温の低下が早く、季節商材の動きが活発になってお
り、特に薄手の羽織物が好調である。低調になっていた夏物商
材の動きは値下げ効果で回復しつつある。

○

◎ 百貨店 近畿
外国人観光客の増加や、株高による景況感の回復で、高額品の
動きが好調となっている。

○

▲

テーマ
パーク

家電量販店

北関東

北陸
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（兆円)

前月比 ６月 ７月 ８月

（３ＭＡ） ＋ 1.0％ ＋ 0.1％ ▲ 0.9％

住宅建設：横ばい

(備考)１．国土交通省「建設総合統計」により作成。３か月移動平均。

２. 参考数値を用いて内閣府で季節調整。
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（年率：万戸）

（月）

（年）

持家（目盛右）

貸家（目盛右）

分譲（目盛右）

総戸数

利用関係別 8月 前月比
総戸数 94.2万戸 ▲ 3.2％ 持家 27.5万戸 ▲ 4.5％
貸家 42.0万戸 ▲ 1.2％ 分譲 23.7万戸 ▲ 9.1％

（年率：万戸）

（備考）国土交通省「住宅着工統計」により作成。季節調整値。グラフは３か月移動平均。

(月)

(年)

設備投資：持ち直している

（備考）１．日本銀行「全国企業短期経済観測調査」により作成。

２．全規模ベース。設備投資額は、ソフトウェア・研究開発を含む、土地投資額を含まない。

３．2017年度計画の前年度比への寄与度が大きい５業種を抽出。

４．各業種の（ ）内の数値は、2017年度計画におけるシェア。

公共投資：堅調に推移している

＋6.7％

＋8.2％

＋5.2％

＋16.6％

＋5.8％

＋6.7％

＋9.9％

＋3.8％

0 5 10 15 20

全産業

製造業

非製造業

運輸・郵便

電気機械

化学

不動産

自動車

（前年度比、％）

(全産業への寄与度が大きい業種：シェア×伸び率)

(シェア10.3％)

(シェア8.5％)

(シェア5.4％)

(シェア9.1％)

(シェア11.4％)

○2017年度設備投資計画（９月調査時点）
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アジア（目盛右）

アメリカ（目盛右）

ＥＵ（目盛右）

全体

（2010年＝100）
○地域別輸出数量

（備考）財務省「貿易統計」により作成。内閣府による季節調整値。３か月移動平均値。

（月）

（年）

外需：輸出は持ち直している

前月比
（３ＭＡ）

全体 アジア アメリカ ＥＵ

９月 ＋0.1％ ＋1.2％ ▲0.0％ ▲2.4％

生産：持ち直している

（備考）１．経済産業省「鉱工業指数」により作成。季節調整値。

２．×印（９、10月）は製造工業生産予測調査の値、△印（９月）は予測調査と実現値の誤差の傾向を基に算出した先行き試算値（経済産業省作成）。

３．グラフに掲載している各業種の鉱工業生産全体に占める付加価値ウエイトは以下のとおり。

輸送機械：19.1％、はん用・生産用・業務用機械：12.7％、電子部品・デバイス：8.2％。

○業種別の鉱工業生産

（月）

（年）

鉱工業生産(8月)

前月比＋2.0％
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有効求人倍率
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完全失業率
（目盛右）

正社員の
有効求人倍率

（1994年６月以来の水準）

（倍）
○完全失業率と有効求人倍率

（％）
○業種別人員判断ＤＩ

（備考）総務省「労働力調査」、厚生労働省「一般職業紹介状況」により作成。

雇用情勢：改善している。多くの業種で人手不足感が強まっている

（備考）１．日本銀行「全国企業短期経済観測調査」により作成。

２．全規模ベース。2017年９月調査における不足超幅が大きい８業種を抽出。

３．対個人サービス及び対事業所サービスの（ ）内は、当該業種に含まれる産業を例示したもの。
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（備考）１．日本銀行「企業物価指数」（2015年基準）、「企業向けサービス価格指数」（2010年基準）により作成（消費税除くベース）。

２．企業向けサービス価格は、総平均から国際運輸（国際航空旅客輸送、定期船、不定期船、外航タンカー、国際航空貨物輸送、

国際郵便）を除いたもの。内閣府による季節調整値。
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（年）

○消費者物価上昇率（前年比）

（月）
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※数値は前月比

（備考）１．総務省「消費者物価指数」により作成。連鎖基準方式。

２．上図は、季節調整値。

３．下図は、内閣府で消費税率引上げの影響を除いたもの。

○国内企業物価、企業向けサービス価格

○価格判断ＤＩ

（備考）日本銀行「全国企業短期経済観測調査」により作成。2017年12月は先行き。
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（備考）1.アメリカ労働省より作成。

2.シャドーは景気後退期。

アメリカ経済：景気は着実に回復が続いている

〇実質ＧＤＰ成長率※
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（備考）アメリカ商務省より作成。

17年４－６月期 3.1％※ （16年1.5％）
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〇製造業景況指数

（備考）全米供給管理協会（ＩＳＭ）より作成。

〇失業率の推移
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中国経済：各種政策効果もあり、景気は持ち直しの動きが続いている

○実質ＧＤＰ成長率
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（四半期系列）
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（前年比寄与度、％）
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資本形成

最終消費

純輸出

（備考）1．中国国家統計局より作成。

2．17年は１-９月の値。

７－９月期（目盛右）
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○生産
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固定資産投資
９月 5.5％

（前年比、％）

不動産開発投資
９月 7.4％

インフラ関連投資
９月 19.8％

（月）

（年）

製造業投資
９月 1.9％

（備考）1．中国国家統計局より作成。

2．３か月移動平均値の前年比。なお、１-２月は合算値。

3．インフラ関連投資は、道路、ダム、鉄道等の投資額を合算したもの。
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電気機械
９月 12.3％

（前年比、％）

コンピュータ・通信等
９月 16.3％

（月）

（年）

鉄金属加工(鉄鋼等）
９月 ▲1.4％

（備考）1. 中国国家統計局より作成。

2. 付加価値ベース（業種別、実質）。

○共産党大会（10月18～24日）習近平総書記報告

（備考）各種報道より作成。

○2020年から2035年までに社会主義現代化を基本的に実現し、今世紀中

葉までに「社会主義現代化強国」（トップレベルの総合国力と国際的影響

力を有する国）を目指すとしている。

（経済関係）

・ 供給側構造改革の深化（先進的製造業の発展、現代サービス業の発

展の加速、過剰生産能力の解消等を堅持、等）

・ 革新（イノベーション）型国家の建設

・ 農村振興戦略の実施

・ 地域間の調和発展戦略の実施

・ 社会主義市場経済体制の充実化（国有企業改革の深化による世界一

流の企業の育成、金融のシステミックリスクの防止、等）

・ 全面的開放の新たな枠組み作りの促進（高レベルの貿易・投資自由化、

「一帯一路」の推進、等）
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ドイツ

21.1％

英国

16.0％

フランス

15.0％
イタリア

11.3％スペイン

7.5％

オランダ

4.7％

スウェーデン

3.1％

ポーランド

2.9％

ベルギー

2.8％

オーストリア

2.4％

その他

13.2％

0 10 20 30 40 50 60 70 80

移民

テロ

教育システム

犯罪

年金

経済情勢

2017年春

2016年春

2015年秋

（％）

ユーロ圏経済:景気は緩やかに回復、ドイツ経済：景気は緩やかに回復
○ユーロ圏の実質ＧＤＰ成長率※の各国寄与度

○ドイツの生産、製造業の景況感

（参考）ＥＵ経済全体に占める各国の割合

（備考）１. ドイツ連邦統計局及びMarkitより作成。

２. 鉱工業生産は建設業を除く。

45

50

55

60

65

95

100

105

110

1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 789

2014 15 16 17

生産 ８月 前月比 3.0％
製造業ＰＭＩ ９月 60.6

鉱工業生産（３か月移動平均）

製造業ＰＭＩ（目盛右）

（月）

（年）

（指数、2014年＝100） （ＤＩ）

（参考）世論調査（ドイツが直面する問題）

0

1

2

78

80

82

84

2011 12 13 14 15 16

人口

移民流入数(目盛右)

(百万人) (百万人)

(年)

（備考）１．欧州委員会「ユーロバロメーター（17年春）」より作成。

２．最新値は2017年５月実施の調査結果。

３．「ドイツが直面している最も重要な２つの課題」の集計。

４．最新調査の対象はドイツ市民約1,000人。

-1

0

1

2

3

4

5

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ

2014 15 16 17

ドイツ フランス
イタリア スペイン
その他 ユーロ圏

（※前期比年率、％）

（備考）ユーロスタットより作成。

（期）

（年）

ユーロ圏 17年４-６月期 2.6％※（16年1.8％）
ドイツ 17年４-６月期 2.5％※（16年1.9％）

（備考）１．ユーロスタットより作成。

２．2016年の名目ＧＤＰに占める各国の割合。

３．ＥＵ28か国中、シェア11位以下は「その他」として集計。

（備考）１．ユーロスタットより作成。

２．移民は、各年の純移民（入国－出国）数。

その他の国の割合　（％）

デンマーク 1.9

アイルランド 1.8

フィンランド 1.4

ポルトガル 1.2

ギリシャ 1.2

チェコ 1.2

ルーマニア 1.1

ハンガリー 0.8

スロバキア 0.5

ルクセンブルグ 0.4

ブルガリア 0.3

クロアチア 0.3

スロベニア 0.3

リトアニア 0.3

ラトビア 0.2

エストニア 0.1

キプロス 0.1

マルタ 0.1
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